




















































施策により放置台数は漸減しつつある。1983 年には 1 日あたり 86.4 万台あった放置
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 撤去した自転車は平均約 40 日間保管所で保管される。持ち主が引き取りに来た場合，








77.2 万台の撤去台数のうち，返還されたものが 46.0 万台，廃棄されたものが 19.3 万
台である。自転車が持ち主に返還されるのは全体の 6 割にも満たず，約 4 割の自転車
が引き取りのないまま処分されている。全国的には大都市ほど返還される割合が高く，
















 図 1 は東京都において放置禁止区域が指定されている 40 の駅を示している。駅はす














 駐輪料金は複数の駐輪場で課されている 1 カ月あたり料金の平均値である。例えば，
調査時点において品川区（五反田駅，大崎駅および目黒駅）は無料であった。図 2 に
その分布を示している。最も頻度の高い料金帯は 1500−2000 円である。 
 
図 1 東京都分析対象駅（40 駅） 
 
注 . 地図で見る統計（統計 GIS）より作成  
 
表 1 東京都 40 駅の駐輪場利用状況 
変数名  平均  標準偏差 最小  メディアン  最大  
y1 違法駐輪台数    820   686     0   742  2435  
y2 合法駐輪台数   2506  2765    32  1492.5 10630  
N = y1 + y2 駅乗入台数   3326  2942    51  2305.5 11504  
F 駐輪料金 [千円]     1.372     0.783     0  1690     2.513 
R 撤去率      0.15     0.17     0.01     0.08     0.59  
S 収容可能台数   3421  3657    51  2152 14321  
EDU 教育機関施設数    20    17     2    14    84  
M 駅乗降客数[万人]     3.8049     5.1002     0.6937     2.5185    27.6978 
注 . 内閣府「駅周辺における放置自転車等の実態調査」（平成 13 年調査）による。ただし，教育機関施設数は







図 2 駐輪料金，撤去率，駐輪場空き割合の分布 
 
 
 撤去率は放置禁止区域において 1 年間で実施される撤去活動の割合を示しており，
撤去が全く行われていない駅は存在しない。例えば，撤去率が 0.15 であるとは，365
日のうち 54.75 日（1 週間に 1 回ほど）だけ撤去を行うことを示している。図 2 の分




駅乗入台数に対する比率 ii NS を計算すると図 2 の分布になる。そのメディアンは 0.88
であり，半分以上の駅では駅に乗り入れる自転車をすべて収容することはできていな
い。 

























































 Becker [1968] および Cameron [1988] に従えば，違法駐輪を考える人々の期待効用
表現は次のように示すことができる。 
         auRbauRbRUU  1,1  




 aFUU ,2  で表せられる。ここで，駐輪料金が高くなると，合法的な駐輪者の効用
は低下する。 
 駅に乗り入れる自転車利用者は 21, UU を比較して意思決定を行うことができる。第 i
番目の駅を利用する次の線形近似した代表的個人の期待効用（潜在変数）を考える。 
 ijjiij xU   nij ,,2,12,1          (1) 
ただし， ix は違法  1j ・合法  2j 駐輪の意思決定に影響する変数ベクトル（撤去
率，駐輪料金，駐輪場の空きスペースなど）， j は選択肢 j に関する未知パラメタ・
ベクトル， ij は確率誤差項である。いま， 021  ii UU ならば自転車利用者は違法駐輪
を選択するので，この選択を 1iY とし，その確率を(1)の差分より次のように表現する。 
    iiiii xxxY |0Pr|1Pr           (2) 
ここで， 21  ， 21 iii  である。誤差項 i がロジスティック分布に従うと仮
定すると，(2)の累積密度関数は次のように書ける。 
























 76543211ln    
(3) 
ここで，説明変数は 3 節のデータを用いて以下のように定義する。 
 iF ：  駐輪料金 [千円] 
 iR ：  撤去率 [%] 
 ii NS ： 駐輪場空き割合（収容可能台数/駅乗り入れ台数） 
 iD ：  中央線沿線の駅のとき 1，それ以外（山手線の駅のとき）0 
                                                        
3 集計ロジットモデルについては Kelejian [1995], Heckelman [1997] を参照。  
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 iEDU ： 教育機関施設数 
 iM ：  駅乗降客数 
集計データとして，違法駐輪台数 iy1 ，合法駐輪台数 iy2 ，駅乗入台数 ii yyN 21  が観察
されている。違法駐輪確率 iP および合法駐輪確率 iP1 はこの集計データの標本比率を
利用して， iiiiii NyPNyP 21 1,  と推定できる。この場合，違法駐輪台数がゼロのと
きはオッズ比もゼロになるため，ロジットはマイナス無限大となる。そのため，ここ
では違法駐輪台数が 01  iii NyP となるサンプルを除外した分析を行う。 
 集計数が十分に多い場合，比率データは正規分布に近似することができる。このと




る。駐輪場空き割合 ii NS は，違法駐輪台数 iy1 と合法駐輪台数 iy2 の同時決定によって
決まるので，違法駐輪割合の推定において内生性バイアスが生じている可能性がある。
本研究では， iN 以外の外生変数等を操作変数として，(3)を 2 段階最小 2 乗法 (2SLS) と
一般化積率法 (GMM) で推定する。 
 
4.2 トービットモデル 


















          (4) 
ここで， ii 21 ,  は駅乗り入れ台数のうち違法または合法駐輪を行う割合を示しており，
iii yyN 21  と定義していることから，必ず 121  ii である。(4)の割合 i1 に対して






























確率モデル i1 より観察できない潜在変数を *iY とおき，代わりに下限 0，上限 1 の範囲







SRFx ,,,,,,1  
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y   (5) 
ここで， iz は  iiiii MEDUDRF ,,,,,1 およびその他の外生変数からなる操作変数ベクトル
であり， ii wv , は独立でない 2 変量正規分布に従うものとし，分散および共分散は 
   2Var viv  ，   2Var wiw  ，   vwii wv ,Cov   
とする。方程式間の誤差項の 2 変数正規分布のもとで次が成立しているものとしよう。 
 iii ewv  ,  2,0~ wvi Ne            (6) 
ここで， ie は iii wzx ,, と独立であるとすると， 
    2wiiivw wewE  ，    22222 wvwiiv ewE   
より， 2wvw  , 2222 wvwvwv  なので，(5)の検閲されたトービットは 

































































































































































ただし，   は標準正規分布関数である。以上より観測値 i に対する同時確率に対応し
た対数尤度関数は以下のようになる。 


























 表 2 は(3)式の集計ロジットモデルを 2SLS と GMM で推定した結果である。過剰識
別制約検定において 2SLS は F 統計量を，GMM においては自由度 2 のカイ 2 乗統計量
を示している。2SLS，GMM どちらにおいても過剰識別制約は棄却できない。推定値
の符号条件はどちらの推定方法でも同じであるが，2SLS で有意でなかった駐輪場空き
割合は GMM では有意性がある。ここで（平均）限界効果は説明変数 1 単位の変化に
対する確率の変化を計算している。 
 
表 2 (3)式集計ロジットモデルの推定結果 
（被説明変数: 違法駐輪率，違法駐輪台数が 0 の駅を除く，サンプルサイズ 36） 
2SLS GMM 
 
推定値  p 値 限界  
効果  
推定値  p 値  限界  
効果  
定数項   0.953 0.101 2.018
***
0.003  (0.581)  (0.683) 
iF 駐輪料金  
 0.377*** 0.007 0.069   0.371
*  0.070  0.061  
 (0.140)  (0.205) 
iR 撤去率  
−2.592** 0.020 −0.476  −2.068
*  0.081 −0.341  
 (1.112)  (1.187) 
ii NS 駐輪場空き割合 
−1.345 0.101 −0.247  −2.412
***  0.003 −0.398  
 (0.820)  (0.821) 
iD 中央線沿線ダミー  
−1.187*** 0.004 −0.218  −1.246
***  0.003 −0.205  
 (0.414)  (0.424) 
iEDU 教育機関施設数 
−0.011 0.569 −0.002  −0.009  0.578 −0.002  
 (0.019)  (0.017) 
iM 駅乗降客数  
 0.076* 0.051 0.014   0.034  0.252 0.006  
 (0.039)  (0.030) 
過剰識別制約検定   0.683 0.415 0.995  0.608 
自由度調整済み決定係数   0.684 0.680  
注 . 推定値下段の( )内は標準誤差を示している。*** は 1%水準で，** は 5%水準で，* は 10%水
準で有意であることを示す。2SLS では    211  iii PPN をウエイトにおいて不均一分散に対処してい













 駐輪場空き割合を 10%増やすと，駅乗入台数違法駐輪の確率が 3.98%下落する。 
 
表 3 (5)式トービットモデルの推定結果 
（被説明変数: 違法駐輪率，サンプルサイズ 40） 
IVTOBIT（最尤法）  TOBIT（最尤法）  







 (0.145)   (0.097)  
F 駐輪料金  







[0.003, 0.110]  (0.040)  (0.037) 








[−0.590, −0.068] (0.195)  (0.183) 








[−0.395, −0.154] (0.183)  (0.087) 








[−0.250, −0.060] (0.085)  (0.068) 








[−0.006, 0.004]  (0.003)  (0.003) 





 0.011  
0.268
0.008 
[−0.006, 0.023]  (0.010)  (0.010) 
      0.075  -   
v  0.290   0.171   
w 3.116  -   
vw 0.731  -   
v |w  0.170  -   
Wald 70.62 0.000  -   
尤度比  -  44.67 0.000  
最大対数尤度   1.120   8.265   
注 . *** は 1%水準で有意，**は 5%水準で有意，*は 10%水準で有意であることを示す。  ( )内は推定










 表 3 は(5)式のトービットモデルを操作変数トービット（IVTOBIT）推定したものと，
0 の制約つけてトービット（TOBIT）推定した結果である。駐輪料金，撤去率およ
び駐輪場空き割合はすべて有意である。(6)のもとで誤差項の相関係数を求めると 



























駐輪台数の割合は 0.6%低下する。 1ii NS であるような駅で駐輪料金をゼロにした場
合，それによって乗り入れ台数が増大したとしても違法駐輪割合は平均で 9.1% 低下
する。 
 例えば，乗り入れ台数が 1 万台を超える三鷹駅で駐輪を無料にすれば，違法駐輪は
400 台（95%信頼区間は 26 台以上 773 台以下，違法駐輪台数は 1y  = 874，違法駐輪割
合は 076.01 ii Ny ）減少し，同様に立川駅では 551 台 （95%信頼区間は 36 台以上 1065
台以下，違法駐輪台数は 1y  = 2246，違法駐輪割合は 200.01 ii Ny ）減少する。 
 
表 4 政策変数が違法駐輪割合に与える影響（限界効果） 
 違法駐輪割合の変化  
 集計ロジット  
IVTOBIT TOBIT 
 2SLS GMM 
F 駐輪料金 100 円低下  −0.7% −0.6% −0.6% −0.6% 
R 撤去率 10%増加  −4.8% −3.4% −3.1% −3.3% 




撤去率 R は 1 年間に撤去を行う回数の割合であり，その撤去回数の平均は年当たり
55.4 回である（撤去率 R の平均は 0.152）。撤去率を 10% 増加させるとは，これを 36.5
回増やすことに等しく，それによって乗り入れ台数が減少したとしても違法駐輪の割
合を 3.1−4.8% 低下させる。IVTOBIT のケースでは，三鷹駅の違法駐輪台数は 1y = 874
台であり，撤去の回数は年 89 回である。違法駐輪をゼロに近づけるには，さらに 90
回以上増やす（撤去率を 24.7% 増やす）必要がある。立川駅の場合は撤去回数が年
87 回，2246 台の違法駐輪をゼロに近づけるためにはさらに 238 回以上増やす（撤去率
を 65.2%増やす）必要がある。 
 駐輪場空き割合を増やすには収容可能台数を増やす必要がある。 075.0 であるか
ら，収容可能台数を増やせば乗り入れ台数も増大する。IVTOBIT のケースでは 10%の
収容可能台数増大に対して 3.1%の違法駐輪の減少であるから，乗り入れ台数に対して
およそ 3.2 倍（ %1.3%10 ）の収容可能台数を増やさないと違法駐輪は根絶できない。
例えば，三鷹駅の場合は 2788 台分，立川駅の場合は 7165 台分の収容スペースが新た
に必要になる。標本において，収容可能台数が乗り入れ台数以下 1ii NS であるよう
な駅での違法駐輪割合は平均で 0.45 であるが，収容可能台数が乗り入れ台数よりも多
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